







The articleis a collaborative effortin which the four authors
examiTle the role ofthe universltyin the community・The first
SeCtionaddressesthecaseofAsiaUniversltyanditsinteractions
Withthesurroundingcommunity．The authorarguesthattheso－
Cialcontributions ofthellniverslty are nOtlinked by any grand
Vision．They are discrete and constitutetheisolated activitiesof
individuals．He cites the need for a system thatwi111ink these
activitiesinto a unified whole．In the second section the author
examineswhattheroleofAsiaUniversltymightbeinpostmod－
ernsocietywithrespecttocommunltyrelations・Heexploresthe
issue of universal access and theimportance of theInternship
Program．Inthe third section the authoraddresses the broader
eommumty，inthiscase，thehighschool．Universitiessendrepre－
sentatil′eS tO SeCOndarylnStitutions．and this constitutesinterac－
tion．However、theauthorarguesthattheactivitiesofthose rep－
resentatives arelargely conflned to sales pltChes・He cites the
need formore meaningfu1interaction・In the fourthsection the
author explores the relationship between the universlty On the
Onehandandthebusinesscommunityandpublicsector（regional
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第3車　高大連携と地域社会
入試の現場にあって、ここ2、3年、高等学校より大学に対し、教員派
遣の依頼、いわゆる出張講義、出前講義の依頼が急激に増えてきているこ
とに戸惑いを感じている。勿論これは本学に限ってのことではない。全国
の大学のほとんどに見られるものである。事実、文部科学省（以下「文科
省」と略）のr高等学校教育の改善に関する推進状況（平成14年版）J　によ
れば、大学教員による出張講義は、1999年の254校から、2000年には977校
と3倍以上に急増し、2001年1．230校、2002年1，291校（予定）と年々増加
してきている。この背景にあるのは、上記調査報告の表題が、「改善に関
する推進」とあるように、文科省の指導によるものであり、それ自体、
1999年12月に『初等中等教育と高等教育との接続の改善について』という
答申が、中央教育審議会（以下r中教審J　と略）より出されたことにある
ことは言うまでもない。これにより、高等学校あるいはその背後の教育委
員会が、「ねばならない」ものとして受け止め、現実にそれを実施するた
め積極的に大学に要請する必要からのものであろう。
しかし、こうした状況は、喜ばしいものとしてそのまま率直に受け入れ
ることは出来るものなのだろうか。高大連接は望ましいものであり、大学
教員が高校に出かけ、授業を行うことの意義を否定するものではない。問
題は、現実が先行し、高大連携がいかにあるべきかのきちんとした議論に
たってなされているものではないことにある。上述の調査を見るなら、ほ
とんどの大学がその要請に応えている。しかし、高校側にせよ、大学側に
せよ、なぜ出張授業を行うのか、その意義を充分に議論しているとは思わ
れない。実施状況の調査の詳細を見るとき、講義それ自体に貴点が置かれ
ているケースもある程度見られるし、また、その対象が1、2年生の場合
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が多い。したがって、それらが直接的な入試広報活動と決めつけることに
問題はあるが、その大部分が進路選択のための大学、学部紹介を目的とし
たものである。すなわち、出張授業の多くが入試をめぐってのところに焦
点が置かれていることは確かである。
現実に、この高校側からの要請の窓口は多くの大学において入試部にな
っている。また逆に、だからこそ、入試活動の延長上の中で捉えられるこ
とにもなるのだろう。したがって、たとえば企業の場合に他社が行ってい
る限り、自社も行わざるを得ないとしてなされる広告活動や販売促進活動
と全く同じものとして、こうした出張授業・出前授業を、他大学が行って
いる限り、やらざるを得ないとして捉えられることになる。つまり、あく
まで大学にとっては「販売促進活動」の一環である。ましてや、現在ほと
んどの場合、その費用負担が講義を依頼する高校側にではなく、教員を派
遣し、出張して講義を行う大学側にある。である限り、「大学の社会貢献」
という視点を入れるにせよ、大学側にとっては、志願者獲得のための「販
売促進活動」の側面を強めざるを得ないといえる。
しかし、当然のこととして「高大連携」は販売促進のためのものではな
いし、大学の側からの出張講義のみを意味するものではない。高大連携と
して、安易に大学からの教員派遣がなされ、それがいつの間にか拡大して
きていることに大きな問題がある。大学にとって「販売促進活動」として
ではない「高大連接」とは何か、なぜ連携を行うべきなのか、またその連
携のあり方はいかにあるべきなのかについて、きちんと整理する必要があ
る。特に「地域社会のなかの大学」という視点より、「高大連携」におけ
る大学の役割を考えることが何よりも重要であろう。
「高大連携」が要請される背景は2つある。
一つは、中教審の「初等中等教育と高等教育の接続」に関する答申であ
る。
中教審は、まず1997年6月の『21世紀を展望した我が国の教育の在り方
について』の答申において、主として入試制度の改善に関わり「学校間の
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接続の在り方について見直していくことが必要」であると提起した。これ
を受けて、大学審議会は1998年に『21世紀の大学像と今後の改革方策につ
いて一競争的環境の中で個性輝く大学』の答申をまとめる。そこでは、
「高等学校の教育内容が多様化していることを前提として、履修歴の多様
な高等学校卒業生を受け入れる」限り、入試制度の多様化をはじめとして
大学の教育内容も当然その変化に対応した内容に変わるべきであり、大学
においての補習教育の実施や高校生に大学および大学教育に接する機会を
積極的に設けるといったことを求めていた。そして、上述のように、中教
審は「戦後50年の教育の量的拡大を振り返り、改めて初等中等教育と高等
教育の役割を整理」するとして、1999年12月に『初等中等教育と高等教育
との接続の改善について』を答申した。初等教育から大学を中心とした高
等教育にいたるまで一貫した「r自ら学び、自ら考える力』と『課題解決
力』の育成を軸にした教育」を標題に、高校と大学との連携の改善強化を
主張する。高等教育との「接続」の問題として強調されることは、高校生
一人ひとりが自分の将来について自らの進路を主体的に選択していくこと、
そのために高校と大学とが強く連携し、彼らの進路選択に対し支援してい
くことを求めている。
平成12年版の『我が国の文教政策』においての「教育改革の動向」を借
りて要点をまとめるなら、第1には高校と大学との役割分担を明確にし、
両者の教育の連携を図ること、第2としては両者の接続を重視した大学人
試選抜の改善という二つの問題に集約される。具体的には以下のことがあ
げられている。
（1）多様な高校と多様な大学を円滑に接続するために、
①　高校生が大学の授業を履修する…専門的な事項についての強い意
欲や関心を持つ生徒に高等教育が提供する多彩な教育に触れる機会を
広く提供
②　高校と大学の相互理解の推進…高校関係者と大学関係者の連帯協
議会の開催、大学教員が高校において学問の紹介や講義を実施
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（診　大学教育への円滑な接続…入学直後の段階で、自発的学習を前提
にした大学教育に円滑に移行するためのガイダンスの充実、指導教官
による履修相談の実施
（2）大学と学生のより良い相互選択のために、
①　アドミッション・ポリシーの明示
②　入学者選抜の方法
（釘　大学入試センター試験の改善
ここからうかがわれるように、経済的豊かさと少子化に伴い、高等教育、
特に大学への進学率が急速に高まる、いわゆる大学のユニバーサル化の状
況にあって、大学進学志望者と受け入れる大学とのミスマッチをなくそう
ということが主旨であろう。したがって、進学志望者が将来の進路を適切
に選択できるように、少なくとも学部、学科という大括りの範囲において
でも将来の職業の方向を見えるようにする。そのために大学の選択、学部
の選択、学科の選択が自覚的にできるように、大学から情報を十分に提供
すべきであり、同時に、大学は、自らの教育理念に見合った学生を確保す
るため、選抜に当たって学力試験という一律的な評価だけでなく、多様な
方法を工夫すべきであるとりうことである。このように整理されるとき、
その意図はともあれ、結果として高大連携の焦点が入学試験をめぐっての
領域に偏りがちなことは首肯できる。
しかし、「高大連携」が大学にとって重要なもう一つの要因がある。そ
れは「大学の社会的貢献」の問題であり、たとえば典型として、大学評
価・学位授与機構が『教育サービス面における社会貢献』について、国立
大学について点検評価を行い、すでにいくつかについて報告書をまとめて
いる。平成14年に公表された千葉大学に対する評価報告番の中で、大学の
社会に対する貢献を、（1）研究活動を通じての社会貢献（産学連携による研
究開発や特許等による研究成果の社会還元）と、（2）教育サービス面での社会
貢献とに分け、後者について「このような貢献は、主要な責任である高等
教育の実施に付随するものであるが、大学が有する教育資源が、質・量と
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もに、社会の中核的存在であることを考えるならば‥・大学の社会的責任の
本質的部分を構成している」と述べている。これは、単にその財政的基盤
を全面的に回家予算によっているとしての国立大学だけの問題ではなく、
私立大学においても適合する。その論拠を詳説する紙幅がないが、基本的
には「企業市民」の論拠と同様、学校「法人」としての市民性の中に求め
られるだろう。すなわち、自然人が市民として社会に対し貢献することと
同様、法において「人」と認められた限り、「市民」として、企業にせよ、
大学にせよ一定の地域社会に対する貢献が求められることになる。そして、
大学の社会に対する貢献は、その自らの有する教育資源を広く地域社会に
公開することにあると結論できる。
大学は、第1に図書館をはじめとした様々な施設といった物的資源と、
教員および職員、さらには学生という人的資源を豊富に有しており、すで
にこれらを公開する試みはなされているし、現在も模索しているといえる。
「高大連携」については、むしろここにきちんと位置づけるべきであると
いうことを強調したい。教員という人的資源を、地域社会に対する貢献と
いう視点で広く公開し派遣する。そのことではじめて「高大連携」におけ
る出張講義も意味を持つことになる。
中教審は、一方において、2002年に『新しい時代における教養教育の在
り方について』という重要な答申をまとめ、その中で「社会の高度化、複
雑化が進む中で、このような教養教育の理念・目的は人間として身に付け
るべき社会規範などを含め、初等中等教育においても、また生涯を通じて
行われる学習においても重要である。」と述べている。多くの大学におい
て、すでに生涯学習に対しての公開は実施されている。そこで、大学の教
養教育が「学問の裾野を広げ、様々な角度から物事を見ることのできる能
力や、自主的・総合的に考え、的確に判断する能力、豊かな人間性を養い、
自分の知識や人生を社会との関係で位置づけることのできる人材を育て
る」ことを臼的・理念とするとき、「自ら学び、自ら考える力と課題探求
力の育成」を軸とする高大連携の強化に対し、とりわけ大学教員の果たす
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べき役割があると思える。
そのためには、現在かなり多く見られる、個々の大学の「販売促進活
動」に堕してしまうような、無秩序な高大連携の名の下にある活動ではな
く、より組織化されたプログラムを構築していく必要がある。個別の大学
と個別の高校という、しかもアドホックな関係ではなく、最も先端的なも
のとしての「京都コンソーシアム」に代表されるように、大学・高校それ
ぞれが連合体を作り粗放化された、継続的活動として形成されるべきであ
ろう。すでに、広島県や山口県等々いくつかの地方自治体で、特に県教育
委員会を媒介として高大連携の機構が形成されている。われわれについて
も、武蔵野地区あるいは多摩地区といった範園での連合化が考えられても
よい。特にすでに「自由大学」としての生涯教育の方は動き出しているの
だから。
「大学として考慮すべき点は、資源配分の管理である。大学はその本来
の目的である教育と研究に加えて社会貢献を行うのであるから、この貢献
の資源配分が誤って本来の目的の教育研究の望ましい実現を阻害するよう
なことがあってはならない。＿　と千葉大学の『評価報告書』の中で述べら
れている。現行の状況はその意味で、資源の配分の効率性に問題があり、
そのことより教員の負担増ということでの不満が生ずることにもなってい
る。そのためにも、一つには高大連携を社会貢献として位置づけ、そのこ
とにより地域の範餌を明確にする必要がある。武蔵野地区→多摩地区→東
京都→首都圏→関東圏といった広がりの中で資源を効率的に配分すること
が考えられるべきである。そのためにも第2に、やはりすでにいくつかの
大学において設置されているが、「高大連携室」といった部門を作り、そ
の資源配分を効率的に管理する部門が必要とされる。そしてそれは、入試
部門であるべきではないことを強調したい。（上柑祐一）
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第4章　大東文化大学の「地域デザインフォーラム」（地域連携研究）
（1）「地域デザインフォーラム」の特徴
地域と大学の連携がさまざまに模索されている中で、東京都板橋区と大
東文化大学との地域連携研究である「地域デザインフォーラム」は、しっ
かりした共同研究体制の確立と共に、板橋区が「第3踊行政サービス調査」
において改革度ランキングで全国698区・市の中で第3位の総合評価を受
けており、その研究成果が行政の改革のために活用されている実線がある
という意味でも際立っており、本研究のテーマである「地域における大学
の役割」を検討する上で格好の材料を提供していると思われる。
はじめに同フォ・一ラムは、平成12年5月18日の大東文化大学と東京都板
11
橋区の両者による協定書の調印で発足した。当初の2年間の研究期間を第
1期とし、その取りまとめとして平成14年3月に最終報告書が提出されて
いる。そこでは、コミュニティ、福祉、産業振興の3分科会に分かれて課
2I
題の把捉とそれに対する提言が示されている。以Fではこの報告書（以下
r14年報告番」と記す）を中心に検討する。
（2）「まちづくりとコミュニティ」の概要と検討
まず、区民のコミュニティ意識の硯状を明らかにするために、区民の地
域活動を「1：町会・自治会活動」「2：趣味のグループ・団体活動」「3
：ボランティア活動」に3区分した上で、住民台帳から20歳以上の成人を
無作為抽出し、2000適のアンケート調査、さらに、アンケート調査では明
らかにされない個々の活動団体の主体的な活動者自体の意識を明らかにす
るために、中心的な活動者に対する聞き取り調査が行われ、その吟味に基
3I
づいて報告が行われている。
調査結果によれば、剛又票534のうち、何らかの活動参加者は191、さら
に、各活動への参加状態を見ると、町会活動参加数148、趣味活動参加数
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94、ボランティア活動参加数26、二つ以上の活動に参加している総数は70
であった。
これらの調査から各団体の特性やニーズを検討した結果、「区としては
直接地域の活動組織に対し、行政指導のような関与をすべきではないとい
うスタンスを確認」した上で、「いずれの団体も、そのニーズ、行政に対
する期待はさほど変わらないことが見えてきた。すなわち、資金、場所、
人、情報の四つの要素である。」（14年報告書88頁）と結論づけるが、これ
までの種々の施策を展開してきたにもかかわらず課題になったことから、
さらに施策の不足が生じているのか、あるいは方法に問題があるのかどち
らかであると考え、検討の結果、次の提言にまとめている。
［提言1］情報の提供に関して：地域活動の情報発信、町会単位のホー
ムページ作成、ボランティア団体の情報発信（ホームページ・名簿）、
行政情報・地域情報の検索可能なシステム、町会・自治会によるミニ
コミ誌の発行支援
［提言2］場の提供に関して：ニーズの把掘
【提言3］人づくり・きっかけづくり：まちづくり・コミュニティ教育
の実践、自主的な学習講座の支援・拡大
これらの提言のなかで、アンケート調査と聞き取り調査の結果から、実
に半数の回答者が望んでいたのが「情報の提供」であり、もっとも必要性
を感じていたことが確認され、このことから情報の提供に関する提言がき
わめて詳紬二わたっていると推察される。
「場の提供」に関しては、いずれの集会機能を持つ場所も開放が進んで
おり、情報の提供が不十分なのか、実際に時間帯等が重複しているのか確
認する必要を指摘している。
さらに、「人づくり・きっかけづくり」に関しては、まちを歩く地域探
検や、まちづくりの取り組みを学ぶなど、小中学校での教育課程に取り込
んで、まちづくり・コミュニティ教育を実践することの必要性と、学習講
座の支援並びに区民による自主的なサークルの作成・拡大等を通じて話し
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合い学習やワークショップ形式の参加機会の拡大を提言している。
（3）「21世紀の福祉のまちづくり」の概要と検討
福祉のまちづくりについては、健常高齢者と要援護高齢者への施策、そ
して、高齢化社会を支える基盤整備の視点から、ボランティア活動と情報
化に関して検討されている。
まず、健常高齢者への福祉行政のあり方については、『板橋区高齢者生
活実態・志向調査報告者』（平成10年5月）で生活実態を確認した上で、板
橋区の介護保健サービスの認定状況に関してのアンケート調査（日本統計
センター　㌻区内活動調査・調査結果報告書』平成13年3月）で介護に関して検
討している。そこでは認定を受けていない人が87．9％と非常に高く、高齢
者の多くは元気であり、また各人の状況は多種多様であり、就労意欲は高
く、健康・スポーツ、学習、趣味、ボランティアなど、社会参加にも高い
関心を持っていることが明らかにされている。このような状況を踏まえ、
健常高齢者への施策では高齢者に見合った仕事の創出、雇用の増進、技術
講習等を重視している。さらには、ボランティア活動への参加を容易にす
るとともに、人生80年に対応した生涯学習や趣味とスポーツ機会の提供も
健康と生き甲斐のためには極めて重要であると指摘している。
次に、要援護高齢者への在宅福祉サービスに関しては、なぜ介護保険
サービスを使わないのかの理由には、入院中であること、家族等の介護が
ある、自分で身の匝］りの事をするよう努力している、介護保険サービスを
使うほど具合が悪くない、できるだけ他人の世話になりたくない、等があ
り、これらのことから介護保険の使い勝手が悪いことが推察される。さら
に不公平感の払拭のためにも、介護認定とケアプランのチェック、介護
サービスメニューの拡充、低所得者への負担の軽減、等が指摘されている。
要援護高齢者の施設サービスに関しては、介護度が高いことから在宅介
護は困難な場合が多く、施設入所が順番待ちになり深刻化している。板橋
区の待機者が定員の4倍いることが指摘される。そこで施策としては入所
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待ち期間の短縮化のために、正確な実態の把櫨や、供給増加のピッチを上
げることと共に、介護保険の自己負担分を高めて家族からの厄介払い的な
意味での施設サービスへの需要を削減すること、等が指摘されている。
基盤整備に関しては、地域福祉のネットワーク構築とNPO活動の促進
が検討されている。旧厚生省の「ふれあいまちづくり事業」の一環として、
「小地域ネットワーク」の構築が進められているが、それは「近隣住民を
中心とした個別支援の組織」であり、「地域ケアの創出を形成する福祉コ
ミュニティ」（14年報告書151頁）が注目されている。この例として、「高島
平地区小地域ネットワーク」が取り上げられ、基本活動として、公開セミ
ナー、小中学校行事への参加、高齢者の見守り、人材バンクの運営、ネッ
トワーク広報誌『にこにこさん』の発行、地域通貨「にこ」の発行など極
めて幅広い活動が可能であり、また必要とされていることが示唆されてい
る。他方、NPO活動に関しては、資金難や人材不足などの問題を抱えて
いるがその活性化に向けて、2001年12月「（仮称）ボランティア・NPOと
行政の協同の推進計画」の策定作業に入っているとのことである。
最後に、基盤整備として、情報化の推進によって高齢者の生活向上に大
きく貢献すると思われるが、実際の情報通信の利用は低水準にとどまって
いる。その原因は使いやすさの点で「情報バリアフリー」になっていない
点と、ネットワークを活用する「情報リテラシー」が低いことであった。
その解決のためには、情報バリアフリーには機器の普及と周知等、情報リ
テラシーの改善のためには講習会の実施等があるが、それを支援する主体
としてのボランティアやNPOの役割が極めて重要であることが示唆され
ている。
（4）「新産業の創出支援」の概要と検討
板橋区においても、工場数の減少、商店街の空き店舗の増加等の産業活
動の停滞が生じており、それに対していかに活性化しうるかが大きな課題
となっている。そこで、区内の企業人との意見交換、消費者お買い物調査
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の実施、関係団体械関のヒアリング等を行って、その打開策を検討してい
る。そこでは産業集積を地域経済活性化の源泉であると位置づけ、産業集
積の質的変化の方向を探りながら、新陳代謝を盛んにし、産学公連携によ
る新産業・新企業の創出が重要であると考えている。
この課題に答えるために、ビジネス・インキュベーション・モデルの検
討と開発を試みている。そこで必要とされるのは、新規事業を資金面で支
援しうるエンジェルであり、彼らを登録し、組織化、ネットワーク化し、
さらに開業・創業支援を担当するインキュベーション・マネージャーの育
成を急ぐことが重要であり、ここでの文系大学の地域への貢献は起業家育
成プログラムの実施である。しかし、大学の資金面、施設面、スタッフ面、
など多くの制約があり、特定分野に特化することが必要と考え、特に文系
大学では、アーリーステージ段階にある企業を対象としたマーケテイン
グ・会計・法律などの専門的支援に特化することをホ唆している。また、
外部専門家との緊密なネットワーク構築の必要性に関しては、三鷹市の
SOHO型のオフィス（SOHOCITY）も参考になると指摘している。
大学と行政の連携においては、大学側の支援策として、ベンチャー育成
の講座・研修プログラムの開発、カリキュラムあるいはコースの設置、学
生・職員の学内外の副業ができる基盤作り、カリキュラムやコースからス
ピンオフした者への支援プログラム、三者の連携によるベンチャー・ビジ
ネス・ファンドの設立、ビジネス・インキュベーション・システムの構築
と支援プログラムの開発・管理システムの構築、等が指摘されている（14
年報告書276頁）。
これに対して、行政は起業・創業のための活動環境の整備に当たること
が必要であり、空き店舗の活用などの「事業活動の場つくり」、信用力の
付与を伴う「事業活動の周知」、「総合的な創業支援システムの構築」、「創
業支援施設の整備」などを指摘しており（14年報告書282頁）、両者の適切
な棲み分けが必要であると考えている。
また、ベンチャー企業の死活問題である資金調達面の整備については、
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地域型信用保証事業の構築を提言している。今日では質的側面が重要にな
ってきており、その改善施策には、創造的起業融資、利用金額の限度の配
慮、事業採算性の評価機関の設置、創造的起業家のプレゼンテーションと
評価、融資後の専門化ネットワークによる支援、等が不可欠であると見る
（14年報告古301頁）。
さらに、起業に対する三つの資金供給モデル、すなわち仲介型、投資株
式会社（組合）型、ベンチャー基金型を検討している。仲介型は既存の資
金調達方法の利用の拡大を図ることであり、投資株式会社型は区が企業に
出資することであり、ベンチャー基金型は原資を大学からの寄付で提供す
るなどである。後者の二つは今後も議論が必要であると考えている。
以上の検討に基づいて、板橋区に適合しうる、インキュベーション・モ
デルの基本枠組みを構築し、開業者・創業者の創出、事業シーズ・事業ア
イデアの創出、インキュベーション・マネージャーの創出、インキュベー
ターの整備拡充、支援ネットワークの構築、資金調達、卒業企業の立地及
びフォローアップ、の7点から支援プログラムを提案している。
（5）「地域デザインフォーラム」の検討から示唆
大学も従来は研究・教育のみに専念していればよかったかもしれないが、
今日では開かれた大学として、地域貢献という社会的要請が極めて強くな
ったことを痛感する。
板橋区と大東文化大学の産学公の地域連携研究もその流れの中にあり、
すでに着々と成果をあげているという意味で、その試みから学ぶべきもの
は決して少なくない。ここではまず、このプロジェクトに参加した当該大
い
学関係者である上遠野武司氏の研究報告によってその点を確認する。
まず、共同研究の間接的成果として指摘されていることには、法学部で
インターンシップが2000年度に板橋区、2002年度に東松山市で導入された
こと、2001年度から板橋区と連携歴史講座「高島秋帆学」が開講されたこ
と、2002年度から大学院法学研究科で区の部長職による講座「現代政治論
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特殊講義Ⅱ」が開講されたこと、全学的に「起業家アイデア・コンテスト」
が開催され、最優秀賞、区長賞の受賞者を区の企業活性化センター内の企
業ラボに入居させ、起業家育成が実施されていること、大学のエクステン
ション・センターでは起業関連講座が2講座開講されたことが指摘されて
いる。また、2002年6月には「産学公による産業振興推進会議」が開催さ
れ、頼橋区の産業連合会、商店街連合会、東京商工会議所板橋支部と、大
東文化大学との連携が深まったことが指摘されている。これらの諸成果を
見ると大学の地域との結びつきが急速に進んだことがうかがえる。
このような成果を生み出した地域連携研究であるが、ここで特筆すべき
ことは、従来の大学の貢献としては、せいぜい地域振興の青写真の提言な
り、アイデアを提供することまでであり、その後の継続的な地域活動との
関わりを維持するということはほとんど皆無であったと思われる。この自
己抑制ないしは限界を自ら一歩踏み出すことによって、上遠野氏の言責を
借りれば、「現在直面している問題点として、研究と実働の境界が曖昧に
なった点があげられる。」（85貫）という問題提起がなされているが、実は
この点にこそ複眼的な視野を持った研究者の必要性が示唆されていると解
することも可能である。すなわち、開かれた大学とは教員・職員・学生が
共に積極的に地域の中で、まちづくり、福祉、産業振興などのさまざまな
ところで、寄与しうる分野において責任の一端を担っていくことにあるも
のと思われる。
今日、亜細亜大学においても地域にどのように貢献していくかが重要な
課題として浮上してきており、まちづくり、福祉、産業活性化のいずれに
おいても貢献しうるところ大であると思われる。実際、亜細亜大学学長主
導の「地域産学公連携推進プロジェクト」の創設、及び、経済学部「都市
径済・コミュニティコース」の平成16年度カリキュラムでの導入は、本研
究の主旨に沿った先駆け的試みと位置づけられうる。ただ、武蔵野市にお
いては専門分野も異なる複数の大学があり、これまでにようやく武蔵野元
大学の単位互換が始まったところであり、大学間の連携というもう一つの
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連携の軸を考慮して、今後の地域連携を検討する必要があるものと思われ
る。（植村利男）
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